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序   文 
 
エクアドル共和国は、元来の財政赤字に加え、経済的に非常に困難な状況にある。このような状

況の下で、同国政府は、2000年 8月に政府開発計画（Plan de Gobierno）を発表し、国内産業の生産
性向上を図るため、工業分野での人材育成を重要課題として掲げた。一方、同国において唯一工業分

野の職業技術訓練コースを持つ労働人的資源省所管の職業能力開発機構（SECAP）は、全国規模で
技能者養成を行ってきたが、指導員の質の低下、機材･教材の老朽化、更には近年の技術の高度化に

より、産業界が求めるニーズ（質･量）に十分応えられない状況である。こうした状況を踏まえ、エ

クアドル政府は我が国に対して、SECAP最大規模の北部工業訓練センター（CERFIN）を中心とした
主要訓練センターに対する実習教材や機材の整備、職業訓練指導員の質的向上、カリキュラムの改訂

等を目的とした協力支援を要請してきた。 
これを受けて独立行政法人国際協力機構（当時：国際協力事業団）は、プロジェクト開始に向け

てエクアドル側と調整等の準備を進め、2002年 4月に実施協議調査団を派遣し討議議事録（R/D）の
署名を取り交わし、2002 年 7 月より 5 年間の「エクアドル職業訓練改善計画」の技術協力を開始し
た。 
今般は、協力全体期間のほぼ中間地点にあたり、これまでの活動実績や計画達成度を調査、確認

するとともに、今後の活動を円滑に進めるための協議を行うことを目的に、2005 年（平成 17 年）2
月 19日から 3月 3日まで、独立行政法人国際協力機構榎本信徹専門技術嘱託を団長とする運営指導
調査団を現地に派遣した。 
同調査によれば、プロジェクトは日本人専門家の技術力、努力、及びカウンターパートの積極的

な参加のもと、全体として良好に管理、運営されており、上級訓練コースであるテクニコ、テクノロ

ゴコースも含め、順調に進められていることが確認された。 
本報告書は同調査団の調査、協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト活動に広く活

用されることを願うものである。 
ここに、調査にご協力頂いた外務省、厚生労働省、独立行政法人雇用・能力開発機構、在エクア

ドル日本大使館、その他内外関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援を

お願い申し上げる次第である。 
 
 
 
平成 17年 3月 
 
 
 

独立行政法人 国際協力機構 
人間開発部長  末森 満   
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CCSFMG Centro de Comercio y Servicios y de Formacion de la Mujer 
(The Commercial and Service and Women’s Training Center )

商業・サービス業及び女性訓練セン

ター（在グアヤキル） 

CEFIA Centro de Formacion Industrial de Ambato 
（The Industrial Training Center of Ambato） アンバット工業訓練センター 

CEFIC Centro de Formacion Industrial de Cuenca 
（The Industrial Training Center of Cuenca） クエンカ工業訓練センター 

CERFIL Centro Regional de Formacion Industrial del Litoral 
（The Industrial Training Center of the Coastal Region） 臨海地域工業訓練センター 

CERFIN Centro Regional de Formacion Industrial del Norte 
（The Industrial Training Center of the North Region） 北部工業訓練センター 

CFMQS Centro de Formacion Multiple Quito Sur 
(The Multiple Training Center of Quito Sur ) 

キト・スル総合訓練センター 

（在キト） 

C/P Counterpart  カウンターパート 

INECI Instituto Ecuatoriano de Cooperacion Internacional 
(Institution for International Cooperation) 国際協力庁 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

PDM Project Design Matrix  プロジェクト・デザイン・マトリックス 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SECAP Servicio Ecuatoriano de Capacitacion Profesional 
（The Education Professional Training Service） 職業能力開発機構 
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第１章 運営指導調査団の派遣 

 

１�１ 調査団派遣の経緯と目的 
 

エクアドル共和国は、元来の財政赤字に加え、経済的に非常に困難な状況にある。このような状

況の下で、同国政府は 2000年 8月に政府開発計画（Plan de Gobierno）を発表し、国内産業の生産性
向上を図るため、工業分野での人材育成を重要課題として掲げた。一方、同国において唯一工業分野

の職業技術訓練コースを持つ労働人的資源省所管の職業能力開発機構（SECAP）は、全国規模で技
能者養成を行ってきたが、指導員の質の低下、機材･教材の老朽化、更には近年の技術の高度化によ

り、産業界が求めるニーズ（質･量）に十分応えられない状況である。こうした状況を踏まえ、エク

アドル政府は我が国に対して、SECAP最大規模の北部工業訓練センター（CERFIN）を中心とした主
要訓練センターに対する実習教材や機材の整備、職業訓練指導員の質的向上、カリキュラムの改訂等

を目的とした協力支援を要請してきた。 
これを受けて国際協力機構（JICA：当時は国際協力事業団）は、プロジェクト開始に向けてエク

アドル側と調整等の準備を進め、2002年 4月に実施協議調査団を派遣し討議議事録（R/D）の署名を
取り交わし、2002年 7月から 2007年 6月までの 5年間を協力期間とする「エクアドル職業訓練改善
計画」の技術協力を開始した。 
今回の運営指導調査は、当該プロジェクト協力全体期間のほぼ中間地点にあたり、これまでの活

動実績や計画達成度を調査、確認するとともに、懸案事項に関する把握及び協議、また今後の活動を

更に円滑に進めるための提言を行うことを目的として派遣された。 
 

 

１�２ 調査団構成 
 

 氏名 担当業務 所属 

1 榎下 信徹 総括 
独立行政法人  
国際協力機構 専門技術嘱託 

2 平尾 順平 調査調整 
独立行政法人  
国際協力機構 人間開発部第 2グループ 技術教育チーム  
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１�３ 調査日程 
 

日 程 時間 活 動 内 容 備 考 

1 2月 19日 土  成田 → キト（22:09着）  

 資料準備  
2 20日 日 

16:00 日本人専門家との会議（ホテル）  

09:00 

09:30 

11:00 

SECAP総裁表敬訪問 

SECAPでの協議 

日本大使館表敬訪問 

 

 

 3 21日 月 

14:00 

15:30 

国際協力庁（INECI）表敬訪問 

CERFIN視察、幹部職員との協議 

花田専門家同席 

 

09:00 

10:00 

11:00 

JICA 青年海外協力隊（JOCV）事務所表敬訪問 

SECAP理事会メンバー表敬（労働大臣含む） 

C/P等との協議（プロジェクト進捗状況） 

 

4 22日 火 

14:00 SECAP本部（計画部）との協議（ミニッツ案）  

09:00 C/P等との協議  

5 23日 水 
14:00 

16:30 

18:00 

C/P等との協議 

移動 キト→クエンカ（17:15着） 

JOCV隊員との懇親会 

 

リーダー・調整員同行

09:00 クエンカ職業訓練センター視察・協議 リーダー・調整員同行

6 24日 木 14:00 

18:15 

クエンカ市工業団地視察 

移動 クエンカ→グアヤキル（18:45着） 

 

09:00 ドゥラン職業訓練センター視察・協議 リーダー・調整員同行

7 25日 金 

12:00 

14:00 

17:00 

19:00 

グアヤキル職業訓練センター視察・協議 

グアヤキル工業団地視察 

移動 グアヤキル→キト（17:45着） 

調査団‐SECAP総裁共催懇親会 

 

 

8 26日 土  キト工業団地視察  

9 27日 日  資料作成（ミニッツ案等）  

09:00 SECAP本部との協議（ミニッツ）  

10 28日 月 14:00 

16:00 

SECAP本部との協議（ミニッツ） 

ミニッツ署名（労働大臣室） 

 

09:00 

11:00 

日本人専門家との打ち合わせ 

大使館帰国報告（川添企画調査員同席） 

 

11 3月 1日 火 

18:55 キト  → 成田 （3月 3日 16:25）  
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１�４ 主要面談者 
＜エクアドル側＞ 

（１）外務省国際協力庁（INECI） 
Dr. Jaime Pavón   日本協力担当 

 
（２）労働雇用省（2004年 12月 16日付政令にて「労働人的資源省」より名称変更） 

Dr. Raul Izurienta Mora Bowen 大臣 
 
（３）労働雇用省職業能力開発機構（SECAP） 

Dr. Fernando Alban   総裁 
Dr. Angel Verdesoto  国際担当 
Econ. Miguel Zambonino  企画部長代行 
Dr. Diego Vasquez   人事部長 
Econ. Consuelo Olemedo  総務部長  

   
（４）労働雇用省職業能力開発機構 北部工業訓練センター（CERFIN） 

Ing.Carlos Guerra   所長 
Sr. Bolivar Montero  教務課長 
Sr. Gonzalo Bedoya  機械/金属科長 
Sr. Wigberto Visuete  電気/電子科長 

       
（５）労働雇用省職業能力開発機構 クエンカ工業訓練センター（CEFIC） 

Sra. Ruth Villa   所長 
Lic. Ramon Martinez  教務課長 

 
（６）労働雇用省職業能力開発機構 臨海工業訓練センター（CERFIL） 

Ing. Alberto Farfan Rivere  所長 
Ing. Luis Lopez   教務課長  

 
（７）労働雇用省職業能力開発機構 グアヤキル女性訓練センター（CCSFMG） 

Dra. Antonieta Torres  工業縫製科長 
 
 

＜日本側＞ 

（１）エクアドル職業訓練改善計画プロジェクト 

阪堂 宗孝   チーフアドバイザー 
菊池 四郎   業務調整 
伊藤 達也   機械／金属 
立壁 保郎   電気／電子 

 



- 4 - 

（２）在エクアドル日本大使館 

平松 弘行   大使 
星野 元宏   二等書記官 

 
（３）JICAボランティア調整員事務所 

川添 浩正   企画調査員 
 
（４）その他 

花田 眞人   JICA専門家（援助調整／INECI） 
両角 暢明   JOCV隊員（自動車整備／CEFIC） 
松田 史樹   JOCV隊員（コンピューター技術／CEFIC） 
吉田 信也   JOCV隊員（機械機器／CEFIC） 
田爪 剛    JOCV隊員（自動車整備／CERFIN） 
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第２章 調査要約 

 

本運営指導調査団は、エクアドル共和国職業訓練改善計画プロジェクトの進捗状況を把握し、必要

に応じて活動計画、実施体制の見直しを行うため、2005年 2月 19日から 3月 1日までエクアドルを
訪問した。 
エクアドル滞在中、プロジェクト実施機関で労働雇用省所管の SECAP及び主要訓練センターの一
つである CERFINにおいて、カウンターパート（C/P）並びに日本人専門家からプロジェクトの進捗
状況の説明を受けるとともに、プロジェクトサイトの施設・設備の状況の確認、把握を行い、さらに

プロジェクトの運営、実施体制等に関する協議を行った。また、労働雇用大臣、外務省援助庁日本協

力担当官とプロジェクトの運営方法等について意見交換を行った。 
また、プロジェクト実施機関、CERFINの能力の波及が期待されるその他の主要訓練センターのう
ち、クエンカに位置する CEFIC、グアヤキルに位置する CERFIL、さらに当該プロジェクトと平行し
て実施されている無償資金協力「エクアドル共和国職業訓練改善計画プロジェクト」にて機材を導入

する予定の CCSFMGを訪問し、実習状況を把握するとともに、各機関の管理部門、技術部門の責任
者と意見交換を行った。 
そして、最終的にこれらの調査結果についてエクアドル側のプロジェクト関係者と協議を行い、合

意事項等をミニッツとして取りまとめた。 
 
２‐１ プロジェクトの進捗状況について 
上記の調査・協議の結果、日本人専門家及びエクアドル側のプロジェクト関係者の努力により、プ

ロジェクトはおおむね順調に推進されていることが明らかになった。 
主な活動別にみた概況は以下のとおりである。 
 
（１） 訓練ニーズ調査 

当該調査は、これまで 2002年、2003年の二回に渡って実施されている。それぞれ、首都である
キト市を中心に一回目が 116社及び労働者 177名を、二回目の調査では前回調査と対象が重複しな
いように 197社を対象に実施されている。これらの調査結果は効果的に向上訓練コース、上級訓練
コースのカリキュラム作成に反映されており、より産業界のニーズを汲み取った訓練が実施されて

いる。 
 

（２） 向上訓練コース 

 当コースは主に在職者を対象にしたものであり、プロジェクトの協力対象分野である二つの分野

においては、プロジェクト開始からこれまでに、「電気・電子系」63コース（791名）、「機械・金
属系」39コース（420名）が実施されている。 
来年度（2005年度）には、これらコースの修了者に対する評価調査の実施を予定している。 
 

（３） 上級訓練コース（テクニコ養成・テクノロゴ養成） 

高卒者を対象としたテクニコ養成訓練については、CERFIN独自で 2003年の 10月に開講し、第
2 ステージ以降は日本側も直接関与している。受講者数もこれまでに電気・電子系コースが 81 名
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（4コース）、機械・金属系コースが 80名（4コース）と順調に増えている。 
また、テクニコ養成訓練の修了者を対象としたテクノロゴ養成訓練については、この第 2ステー
ジから新たに開設、実施されており、現在までに電気・電子系コースで 11名（1コース）、機械・
金属系コースでは 18名（1コース）に対して実施されている。 
 
（４） 指導員再訓練 

2004 年 7 月から 4 週間、CERFIN において地方の職業訓練センター指導員を対象に指導員再訓
練コースが、機械・金属系、電気・電子系を対象にそれぞれ 1コースが実施された。CERFINに蓄
積された技術を、各地方センターに広げることを目的とした大変重要なものであるため、2005 年
度には当該訓練は、それぞれ倍の 2コースを開設、実施する予定である。 

 
（５） 組織体制の基盤整備づくり 

SECAP及び CERFINの運営強化（情報の共有、問題提起と改善等）を図るため、次の委員会を
設置し、実施している。 

① プロジェクト運営管理委員会（SECAP－CERFIN－日本側の月一回定例会議） 
② プロジェクト実施委員会（CERFIN－日本側の月 2回定例会議） 
③ 教務委員会（月一回定例会議、主に訓練実施に関する事項） 
④ 広報・ニーズ調査委員会（月一回定例会議、広報・ニーズ調査） 
⑤ 施設安全衛生整備委員会（月一回定例会議、定期的に施設巡回・改善提案等） 
⑥ 資機材管理委員会（月一回定例会議、機材、什器 什器、資材の管理等） 
⑦ 教材整備普及ワーキンググループ（「機械・金属」及び「電気・電子」分野で設立。CERFIN
で開発したカリキュラム、教材等の見直し及び普及を担当） 

 
２‐２ プロジェクト運営上の懸案事項等に対する対処 
（１） エクアドル側プロジェクト予算について 

先般、エクアドル労働・雇用大臣より、社会的弱者を含めた新しい「全国職業訓練システム」の構

想が打ち出され、その実施予算のため SECAPの予算を大幅に削減するという計画が公表された。同
システムは、構想そのものは妥当なものであり、世銀等援助機関からも検討を求められてきた内容と

なっている。しかしながら、その資金源を SECAPに求められた場合、本プロジェクトの遂行に支障
をきたすことが懸念される。 
今回の調査団の滞在中に開催された「SECAP 運営理事会」において、本件に係る懸案を同理事会

のメンバーに対し表明したところ、労働・雇用大臣より「それは単に心配に過ぎない。新システムは

何ら日本の協力プロジェクトに影響をもたらさない」との明確な発言があり、ミニッツにも同旨の内

容を記し、双方で確認することとなった。 
ただし、この新システムは実施されるとしても開始は 2006年であり、今後の推移を注意して見守
る必要がある。 

 
（２） 当プロジェクトにおける「普及」の概念の整理 

当プロジェクトにおける「普及」に関する成果と活動は、現在のプロジェクト・デザイン・マトリ

ックス（PDM）上必ずしも明確となっていない。つまり「活動」「成果」のそれぞれにおいては、「普
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及」に関する直接の内容は謳われていないにも関わらず、「プロジェクト目標の指標」においては、

CERFINを中心に移転された技術、能力が実質的に地方 3センターに「普及」されることを前提とし
た内容が盛られている。この事実は、プロジェクトの開始時に、これら地方センターへの「普及」に

係る活動と成果が具体的に検討されず、曖昧な概念のもとに動き出したことが原因として想定される。 
本プロジェクト実施期間（5年間）中には、効率的、効果的な技術移転を実施するために、一義的
には CERFIN への技術移転（キャパシティ・ビルディング）を先行モデルとして遂行することを最
優先させるべきであると考えられるため、今回の調査では、協力期間（5年間）における地方センタ
ーへの普及活動を以下の 2点に絞ることにより、プロジェクトの活動範囲、責任範囲を明確化した（ミ
ニッツで同旨を確認）。 

 
① 指導員の再訓練コースの実施 
② カリキュラム・教材等訓練基準策定の改善（教材整備普及ワーキンググループの開催による） 
 
この結果、今後の作業として合同調整委員会（JCC）等の場にて、現在の PDM の指標を見直すこ

とが必要となっている。 
 

（３） 無償資金協力プロジェクト「エクアドル職業訓練改善計画」との関係について 

エクアドルにおいては、当技術協力プロジェクトの実施とほぼ平行して、無償資金協力による同タ

イトルのプロジェクトが進められている。この無償協力では、技術協力プロジェクトで対象としてい

る、4 センター（CERFIN、CERFIL、CEFIA、CEFIC）の他に二つの女性職業訓練センター（キト・ス
ル総合訓練センターCFMQSと CCSFMG）の合計 6センターへの機材供与が行われる予定である。 
同タイトルのプロジェクトで、かつ実施時期がほぼ同じということもあり、エクアドル側 C/Pはこ
の無償案件に関連する助言や、施設整備計画の作成等を当技術協力プロジェクトの専門家に多く依頼

してきており、専門家はその対応に多大なる時間を費やさざるを得ないといった様子である。しかし、

本来この無償プロジェクトと当該技術協力プロジェクトとは別のプロジェクトであることから、まず

は活動内容を明確に区別することが必要である。その上で、オールジャパンが実施する協力として、

無償プロジェクトをサポートし、アドバイスを与えることを業務とした専門家（第三国専門家を含む）

を投入する等の対応を行っていく必要がある。 
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第３章 プロジェクト進捗状況 

 本プロジェクトに対する調査時点での日本側、エクアドル側の投入実績は以下のとおり。 

 

３‐１ 日本側投入 
（１）専門家派遣実績（指導分野等の詳細は付属資料「10.専門家派遣実績表」参照） 

派遣形態 長期専門家 短期専門家 第三国専門家 

人数 6 名 13 名 6 名 

 

（２）C/P本邦研修実施実績 
6名の指導員及び 1名の管理職が日本で研修を受けたほか、現在、2名の指導員が日本で研修中で
ある（実施分野の内訳等詳細は付属資料「11．C/P研修実績表」参照）。 

C/P研修の受講者は、帰国後に開催される全職員を対象としたセミナーにおいて、研修で得た技術
や考え方等について発表することが義務付けられている。これにより、本邦での研修を受けていない

ものにも、その内容、技術が伝えられ非常に効率的、効果的に共有されている。  
 
（３）機材供与実績  

2002年度、2003年度に供与された機材については、すでに適切に据え付けられ、活用されている。 
2004 年度分として供与された機材はおおむね据え付けられ活用されているが、一部の機材につい
ては調査時点では調達途中である。 
各年度の供与機材額の合計は以下のとおり（主な供与機材リストについては付属資料「12．供与機
材管理台帳」のとおり）。                                               

（単位：千円） 

日本の会計年度 2002年度 2003年度 2004年度（計画額） 

現地調達 26,496 2,724 103,220 

本邦調達 60,047 22,957 48,520 

合計 86,543 25,681 151,740 

 

３‐２ エクアドル側投入 
（１）ローカルコストの負担 

 当プロジェクトのために配賦されている予算についての算出ができないため、SECAPより当該プロ
ジェクトの活動実施機関である CERFIN に配賦されている予算を、参考までに以下のとおり記す。
これより配賦額は順調に増えていることがわかる（費目別の詳細は付属資料「6．CERFIN 予算」の
とおり）。 

     （単位：US ドル）    

 2002 2003 2004 2005（概算額）

プロジェクト運営経費 
（CERFIN予算） 

279,869 371,797 432,134 554,256 
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（２）C/P配置実績 
C/Pはおおむね当初の計画どおりに配置されている（各センター別、分野別の配置実績は付属資料
「9.C/P配置状況表」のとおり）。 
 
（３）施設整備状況 

R/D上で謳われている日本人専門家用の執務スペース、機材の設置場所等ついては、予定どおりエ
クアドル側から提供され、適切に維持管理されている。 
 

３‐３ 成果の達成状況 
 活動を通じた第 2ステージの PDM上の成果達成状況は以下のとおりである（PDM上の成果は第 1
ステージで達成すべき成果 1～成果 4と、第 2ステージで達成すべき成果 5～成果 9にわけられる。
よって今回の調査では、後半の成果 5～成果 9について確認を行った）。 
 

成果５：「（第 1ステージの）訓練ニーズを定期的にモニタリングし、訓練計画に反映させる体制が

できる」 

2004年末の時点で、2件の訓練ニーズ調査（サンプリング調査等）が実施され、両調査の結果と
も効果的に向上訓練、上級訓練の内容に反映された（両調査にて対象にした企業の数は、一回目が

116社、二回目が 197社である。詳細は付属資料「13.ニーズ調査実績表」を参照）。 
次回調査は 2005年の 5月から 7月にかけて実施される予定である。 
 

成果６：「CERFIN において、在職者用の向上訓練の体系が完成するとともに、企業における在職
者の労働状況のモニターが実施される」 

これまでに CERFINにて実施された向上訓練の受講者数、及びコース数は以下のとおりである。 
 

ステージ 
分野 第 1ステージ 

第 2ステージ 
（現時点） 

合計 

電気／電子 454（35コース） 337（28コース） 791（63コース）
機械／金属 317（24コース） 103（15コース） 420（39コース）

  
これら向上訓練の修了者（各社の社員等）に対するパフォーマンス評価については、先述の訓練

ニーズ調査とあわせ、2005年の 5月から 7月にかけて実施される予定である。 
当該訓練コースについては当初の計画どおり順調に数を増やしており、また訓練修了者に対する

評価結果が効果的に訓練内容に反映されていることから、成果 6については今後スムーズに達成さ
れるものと見込まれる。 
 

成果７：「CERFINにおいて、テクニコ･テクノロゴ上級訓練コースが実施され、訓練生の就職支援
制度が整備される」 

CERFINで実施されるテクニコ・テクノロゴ上級訓練コースは、中間評価調査時に確認された計
画書に基づき予定どおり実施されている。 
当コースを受講した訓練者数は以下のとおり。 
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コース 

分野 
For the technique For the technology 

電気／電子 81（4 コース） 11（1 コース） 
機械／金属 80（4 コース） 18（1 コース） 

  

就職支援制度を利用して職に就いた上級訓練コースの卒業生については、第一期の同訓練コース

が修了する 2005年 8月にあわせて評価を実施する予定である（それ以外の同訓練受講者はすべて
在職者である）。 
また、当該訓練コースのカリキュラム評価についても同時期に実施予定。 

 

成果８：「CERFIN において地方の主要な職業訓練センターの指導員を対象とした再訓練が実施さ
れる」 

各再訓練コースを受講した地方センターの現職指導員数は以下のとおり。 
 

分野 人数（コース数） 
指導法 9（1 コース） 
電気／電子 6（1 コース） 
機械／金属 3（1 コース） 

 

受講者に対するアンケート結果から、同コースは効果的に実施されていると評価できる。 
 

成果９：「CERFINで開発されたコースカリキュラムや教材が他の訓練センターへも普及する」 
ワーキンググループを通して見直し、改訂されたカリキュラム及び教材リスト数は以下のとおり

である。 
 

コース 
分野 

カリキュラム 教材リスト 

電気／電子 47 34 
機械／金属 56 49 
 

これらのカリキュラム及び教材については SECAPにて承認され、各地方センターに配布される
予定であり、現在、各地方センターが所有する実習用機材に合わせて内容を見直している。 
また、今年 10月に地方センターにて開催される予定の上級訓練コースは、これら開発されたカ
リキュラムや教材等に基づいて実施される予定である。 
このように、カリキュラム、教材の開発は順調に進められており、これらを通じた地方センター

への展開についても今後徐々に促進されていくものと見込まれる。 
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第４章  今後の活動に関する留意点 

以下の各点について日本側の考えを申し入れ、エクアドル側の了解を得た上で、ミニッツに記載し

た。 
 

（１）C/Pの安定した配置 
プロジェクトの目標を成功裏に達成するためには、管理部門も含めて当該プロジェクト関係者の人

事異動は頻繁に行われるべきではない。 
これは、頻繁な人事異動が効果的・効率的な技術移転を困難にし、プロジェクトパフォーマンスの

一貫性を阻害しかねないためである。 
 

（２）予算削減によるプロジェクトへの影響の回避 

R/Dにおいて、日本とエクアドルの双方で合意されたプロジェクトの目標を達成していくにあたり、
新プロジェクト「全国職業訓練システム」の実施が、当該 JICAプロジェクトに対して、SECAPの予
算削減等といった方法で影響を及ぼすべきではない。 
 

（３）当プロジェクト活動における、「普及活動」の詳細 

当該プロジェクトにおける「普及活動」の定義（意味するところ／範囲）について、調査団とエク

アドル側で以下のとおり明確化した。 
 
当プロジェクトの範囲内における普及活動とは、 
① カリキュラム及び教材開発に関するワーキンググループの設置 

② CERFINにおける 3訓練センターの指導員を対象とした、技術力向上のための再訓練の実施 
を意味する。 
また、JICA が実施する技術協力における「普及」の概念の下において、普及活動は主にエクアド

ル側の自助努力によって実施されるべきものである。 
 
（４）以下の活動の継続的実施と強化 

¾ 更なる産業界のニーズの確認 

産業界の労働ニーズを把握し、その結果をカリキュラムや訓練教材に反映し、効果的な職業訓

練を行うことは、職業訓練を実施する機関として不可欠である。 

 

¾ C/Pの役割の明確化 
効果的な訓練を実施するために、指導員は受講生に対する技術指導のみならず、訓練管理、機

材メンテナンス、カリキュラム・教材開発、受講生に対する就職指導等についても従事する必要

がある。 
 

¾ 地方センター指導員の増員 

CERFIN の C/P を中心に移転された技術や、センター運営等に関する知識、ノウハウなどが、
今後各地方センターに効果的に広がるためには、それぞれの地方センターの指導員の増員も重要
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な要素である。 
 

¾ ワーキンググループの更なる機能強化 

カリキュラムや教材等の質を高めていくために、それらを開発、見直しするワーキンググルー

プは継続的に改善、強化されなければならない。 

 

¾ 自己収入増に向けた更なる努力 

更なる活動の充実・拡大、SECAP の財政的安定のために、より多くのトレーニングコースを
開設するなどして予算源の拡大を行わなければならない。 
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